
平成22年度市町村普通会計決算の概要（速報）

平成２３年１０月１４日

注１ 本資料は、市町村（一部事務組合及び広域連合を除く。）の財政状況を迅速に示すため、平成23年9月16日現在
の集計状況を速報として取りまとめたものです。数値については概数であり、今後変動する場合があります。

注２ 東日本大震災の影響により、平成22年度及び平成21年度の数値は、岩手県陸前高田市、同大槌町、宮城県女川
町、同南三陸町、福島県広野町、同富岡町、同川内村、同双葉町、同浪江町、同葛尾村、同飯舘村の数値を含
めず整理しています。

注３ 本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。

【特色】

歳 出

歳 入

決算収支

・・・

・・・

・・・

１ 歳入

歳出総額は、前年度を1,130億円上回る51兆5,393億円となった。主な
増減内訳をみると、人件費、投資的経費が減少する一方で、扶助費が
増加した。

歳入総額は、前年度を2,964億円上回る53兆1,691億円となった。主な

増減内訳をみると、地方税、国庫支出金が減少する一方で、地方交付

税、都道府県支出金、地方債が増加した。

実質収支は黒字で、黒字額も増加した。なお、実質収支が赤字の市町
村は8団体となっている。
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(1) 歳入総額は53兆1,691億円で、前年度を2,964億円上回った。

(2) 主な増減内訳をみると、地方税が2,899億円、国庫支出金が2,582億円、その他の歳入が

7,834億円減少する一方で、地方交付税が7,900億円、都道府県支出金が3,769億円、地方債

が5,102億円増加した。

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。
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〈歳入総額の状況〉〈歳入の推移〉

※（ ）内は対前年度増減額及び増減率

歳入総額
531,691

億円

地方税
183,656億円
（▲2,899億円）
（▲1.6%）

その他
80,366億円
（▲7,834億円）
（▲8.9%）

地方債
51,274億円
（5,102億円増）
（11.1%増）

国庫支出金
78,798億円
（▲2,582億円）
（▲3.2%）

地方交付税
84,072億円
（7,900億円増）
（10.4%増）

うち
住民税（個人分）
67,912億円

（▲5,535億円）
（▲7.5%）

都道府県支出金
29,625億円
（3,769億円増）
（14.6%増）

うち
臨時財政対策債
24,661億円
（8,345億円増）
（51.1%増）

（兆円）

（
決

算
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模
）
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地方譲与税
4,751億円
（▲103億円）
（▲2.1%）

地方特例交付金
2,263億円
（▲195億円）
（▲7.9%）地方消費税交付

金等各種交付金
16,886億円
（▲193億円）
（▲1.1%）



２ 歳出

３ 決算収支

(1) 実質収支は1,257億円増加し、1兆2,227億円の黒字となった。また、実質単年度収支は
3,699億円増加し、6,245億円の黒字となった。

(2) 実質収支が赤字の団体は、8団体となった（平成21年度は13団体）。
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区 分

実質収支

実質単年度収支

12,227億円

6,245億円

平成22年度 平成21年度

10,970億円

2,546億円

対前年度増減

1,257億円

3,699億円

(1) 歳出総額は51兆5,393億円で、前年度を1,130億円上回った。

(2) 主な増減内訳をみると、人件費が2,264億円、投資的経費が1,545億円、その他の歳出

が1兆4,380億円（うち補助費等が2兆126億円）減少する一方で、扶助費が2兆198億円

増加した。

うち
補助費等
45,617億円

（▲20,126億円）
（▲30.6%）

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

扶助費
101,831億円
（20,198億円増）

（24.7%増）

その他

195,207億円
（▲14,380億円）
（▲6.9%）

歳出総額

515,393 
億円

投資的経費
70,467億円
（▲1,545億円）
（▲2.1%）

人件費
87,954億円

（▲2,264億円）
（▲2.5%）

公債費
59,934億円

(▲879億円)
(▲1.4%）

〈性質別歳出の状況〉

うち
普通建設事業費
69,528億円

（▲1,747億円）
（▲2.4%）

※（ ）内は対前年度増減額及び増減率

うち
職員給
57,264億円

（▲2,333億円）
（▲3.9%）

〈歳出の推移〉
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４ 財政構造の弾力性

※ 詳細は別紙のとおりです。

（連絡先）
自治財政局財務調査課
宍倉課長補佐、有村係長

（直通）03-5253-5649
（代表）03-5253-5111

（内線 5649）
（FAX）03-5253-5650

(1) 経常収支比率は、全体で2.6ポイント低下し、89.2％となった。そのうち人件費充当は、
全体で1.6ポイント低下し、25.1％となった。

(2) 実質公債費比率は、全体で0.7ポイント低下し、10.5％となった。
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※実質公債費比率は、岩手県陸前高田市、同大槌町、宮城県女川町、同南三陸町、福島県南相馬市、同富岡町、
同川内村、同葛尾村、同飯舘村の数値を含めず整理している。

経常収支比率

うち人件費充当

８９．２％

２５．１％

平成21年度

９１．８％

２６．７％ ▲１．６

対前年度増減区 分 平成22年度

▲２．６

実質公債費比率 １０．５％ １１．２％ ▲０．７



〔別　紙〕

〈決算規模の状況〉

〈決算収支の状況〉 （単位：億円）

　 形 式 収 支 ：歳入歳出差引額
実 質 収 支 ：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

単 年 度 収 支 ：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額

実 質 単 年 度 収 支 ：単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、
　赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額

 

〈実質収支が赤字の団体数について〉

区　　　　分

形式収支

実質収支

区分

▲5団体

単年度収支

実質単年度収支

赤字団体数 8団体

平成22年度

2,546 3,699

1,257

6,245

増減額(A-B)

1,835

13団体

平成21年度

1,257

▲ 371

増減

14,463

10,970

1,628

16,298

12,227

決　　　　算　　　　額

平成22年度　(A) 平成21年度  (B)

(1) 歳入、歳出ともに前年度決算額を上回った。

(2) 歳入総額は、前年度を2,964億円上回る53兆1,691億円となった。

(3) 歳出総額は、前年度を1,130億円上回る51兆5,393億円となった。

２ 決算収支

１ 決算規模

(1) 実質収支の合計は、前年度より1,257億円増加し、1兆2,227億円の黒字となった。

(2) 単年度収支の合計は、前年度より371億円減少したものの、1,257億円の黒字となった。

(3) 実質単年度収支の合計は、前年度より3,699億円増加し、6,245億円の黒字となった。

(4) 実質収支が赤字の団体は、8団体となった。

区　　分 平成22年度 平成21年度 増減額 増減率

歳入総額

0.2%

53兆1,691億円 52兆8,726億円 2,964億円 0.6%

歳出総額 51兆5,393億円 51兆4,263億円 1,130億円

4
１　決算規模
２　決算収支



〈歳入の状況〉 （単位：億円、％）
平成22年度 平成21年度 比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

地方税　　　　    　  　　         ① 183,656 34.5 186,555 35.3 ▲ 2,899 ▲ 1.6

うち住民税（個人分） 67,912 12.8 73,447 13.9 ▲ 5,535 ▲ 7.5

うち住民税（法人分） 19,528 3.7 17,746 3.4 1,782 10.0

うち固定資産税 89,484 16.8 88,618 16.8 866 1.0

地方譲与税　　　　　　　　　　　　　　　② 4,751 0.9 4,854 0.9 ▲ 103 ▲ 2.1

地方特例交付金　  　　　　　　　　　　③ 2,263 0.4 2,458 0.5 ▲ 195 ▲ 7.9

うち児童手当及び子ども手当特例交付金 1,167 0.2 581 0.1 586 101.0

うち特別交付金 ― ― 804 0.2 ▲ 804 皆減

地方交付税　　　　　　　　　　④ 84,072 15.8 76,172 14.4 7,900 10.4

地方消費税交付金等各種交付金　⑤ 16,886 3.2 17,079 3.2 ▲ 193 ▲ 1.1

291,628 54.8 287,119 54.3 4,509 1.6

299,404 56.3 286,356 54.2 13,048 4.6

国庫支出金 78,798 14.8 81,380 15.4 ▲ 2,582 ▲ 3.2

うち児童手当及子ども手当交付金 16,201 3.0 3,944 0.7 12,257 310.8

うち普通建設事業費支出金 11,529 2.2 13,893 2.6 ▲ 2,364 ▲ 17.0

うち災害復旧事業費支出金 239 0.0 185 0.0 54 29.3

都道府県支出金 29,625 5.6 25,856 4.9 3,769 14.6

51,274 9.6 46,172 8.7 5,102 11.1

うち減収補塡債特例分 69 0.0 1,308 0.2 ▲ 1,239 ▲ 94.7

うち臨時財政対策債 24,661 4.6 16,316 3.1 8,345 51.1

80,366 15.2 88,200 16.7 ▲ 7,834 ▲ 8.9

うち繰入金 8,946 1.7 12,734 2.4 ▲ 3,788 ▲ 29.7

うち繰越金 12,905 2.4 16,461 3.1 ▲ 3,556 ▲ 21.6

うち諸収入 27,974 5.3 28,288 5.4 ▲ 314 ▲ 1.1

531,691 100.0 528,726 100.0 2,965 0.6

※１　地方税には、東京都が徴収した市町村税相当額は含んでいない。ただし、内数には含んでいる。
※２　国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金は除く。
※３　[参考]は地方財政計画における一般財源の範囲を積み上げたものである。
※４　「うち児童手当及び子ども手当特例交付金」には、平成21年度は「児童手当特例交付金」を計上している。
※５　「うち児童手当及子ども手当交付金」には、平成21年度は「児童手当交付金」を計上している。

その他

歳入合計

区　　分

（一般財源）①+②+③+④+⑤

〔参考〕①＋②＋③＋④＋臨時財政対策債

地方債

(1)  地方税
個人市町村民税の減少等により、前年度と比べて2,899億円減（1.6%減）の18兆3,656億円となった。

(2) 地方譲与税
自動車重量譲与税の減少等により、前年度と比べて103億円減(2.1%減)の4,751億円となった。

(3)  地方特例交付金
児童手当及び子ども手当特例交付金が増加したものの、特別交付金が終了したこと等により、前年度と比べて
195億円減（7.9%減）の2,263億円となった。

(4)  地方交付税
前年度と比べて7,900億円増（10.4%増）の8兆4,072億円となった。なお、地方交付税に臨時財政対策債を加えた
額は、前年度と比べて1兆6,245億円増(17.6%増)の10兆8,733億円となった。

(5)  一般財源
地方交付税の増加等により、前年度と比べて4,509億円増（1.6%増）の29兆1,628億円となった。なお、臨時財政
対策債を含めた地方財政計画における一般財源では、前年度と比べて1兆3,048億円増(4.6%増）の29兆9,404億円
となった。

(6)  国庫支出金
児童手当及子ども手当交付金が増加したものの、普通建設事業費支出金の減少や定額給付金事業の終了により、
前年度と比べて2,582億円減(3.2%減)の7兆8,798億円となった。

(7)  地方債
臨時財政対策債の増加等により、前年度と比べて5,102億円増(11.1%増)の5兆1,274億円となった。

(8)  その他
繰入金及び繰越金の減少等により、前年度と比べて7,834億円減(8.9%減)の8兆366億円となった。

３ 歳 入

5 ３　歳入（その１）



〈市 町 村 税 の 推 移〉

（単位：億円）

区分
平成22年度

収入額
増減率（％）

その他 5,370 1.2

都市計画税 12,555 1.9

市町村たばこ税 7,868 2.7

固定資産税 89,484 1.0

法人分 19,528 10.0

個人分 67,912 ▲ 7.5

合計 202,717 ▲ 1.2

※収入額は、地方税の決算額に、東京都が徴収した

　市町村税相当額(1兆9,061億円)を加算した額である。

30.3
30.9

33.8 34.0 35.8
33.5%

10.9
14.1

14.0
8.2 8.7

9.6%

45.3
42.5

40.4

41.0 43.2
44.1%

4.3
4.3

3.9

3.7 3.7
3.9%

6.6
5.9

5.6

5.7 6.0 6.2%
2.6 2.3

2.3
7.4

2.6 2.7%
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平成12 18 19 20 21 22

（兆円）

（年度）

34.8 37.3 
39.9 39.4 

35.3 34.5%

0.9 

2.8 
1.1 

1.0 

0.9 0.9%

1.1 0.3 0.5 

0.5 0.4%

19.2 

15.1 14.4 14.7 
14.4 

15.8%

4.7 4.1 4.1 3.6 

3.2 3.2%

9.0 10.0 10.4 11.7 
15.4 14.8%

4.7 4.4 4.9 4.8 4.9 5.6%

9.6 8.6 8.0 7.9 8.7 9.6%

17.1 16.6 16.9 16.9 16.7 15.2%

0.9

市

町

村

民

税

平成12 18 19 20 21 22 （年度）

※（ ）の数値は、歳入総額に占める一般財源の構成比である。

(54.3)(60.9) (59.2)(60.4) (59.8)

一
般
財
源

その他

地方債

国庫支出金

地方交付税

地方特例交付金

地方税

地方消費税交付金等各

種交付金

地方譲与税

都道府県支出金

<歳入決算額構成比の推移>

< 市 町 村 税 の 推 移 >

519,916 487,478 488,354 495,834 528,726      531,691（億円）

199,614

216,026

201,819 202,717205,098
（億円）

216,305

(54.8)

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

6 ３　歳入（その２）



　　〈性質別歳出決算の状況〉

（性質別）

(1)  義務的経費

・ 人件費は、職員給の減少等により、前年度と比べて2,264億円減（2.5％減）の8兆7,954億円と

なった。

・ 扶助費は、子ども手当の創設や生活保護費の増加等により、前年度と比べて2兆198億円増

（24.7%増）の10兆1,831億円となった。

・ 公債費は、地方債元利償還金の減少により、前年度と比べて879億円減（1.4%減）の5兆9,934億円

となった。

(2) 投資的経費

・ 普通建設事業費は、前年度と比べて1,747億円減（2.4%減）の6兆9,528億円となった。

(3)  その他の経費

・ 補助費等は、定額給付金事業の終了等により、前年度と比べて2兆126億円減（30.6%減）の

4兆5,617億円となった。

・ 積立金は、財政調整基金等への積立の増加により、前年度と比べて4,809億円増（48.3%増）

の1兆4,760億円となった。

４ 歳 出

（単位：億円、％）

平成22年度 平成21年度 比　　　　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 249,719 48.5 232,664 45.2 17,055 7.3

87,954 17.1 90,218 17.5 ▲ 2,264 ▲ 2.5

101,831 19.8 81,633 15.9 20,198 24.7

59,934 11.6 60,813 11.8 ▲ 879 ▲ 1.4

投資的経費 70,467 13.7 72,012 14.0 ▲ 1,545 ▲ 2.1

69,528 13.5 71,275 13.9 ▲ 1,747 ▲ 2.4

　うち補助事業費 28,557 5.5 26,742 5.2 1,815 6.8

　うち単独事業費 38,618 7.5 41,722 8.1 ▲ 3,104 ▲ 7.4

910 0.2 711 0.1 199 28.0

　うち補助事業費 553 0.1 413 0.1 140 33.9

　うち単独事業費 357 0.1 298 0.1 59 19.8

その他の経費 195,207 37.9 209,587 40.8 ▲ 14,380 ▲ 6.9

60,655 11.8 60,265 11.7 390 0.6

45,617 8.9 65,743 12.8 ▲ 20,126 ▲ 30.6

14,760 2.9 9,951 1.9 4,809 48.3

歳出合計 515,393 100.0 514,263 100.0 1,130 0.2

区　　　分

うち普通建設事業費

うち災害復旧事業費

人件費

扶助費

公債費

内

訳

うち補助費等

うち物件費

うち積立金

7 ４　歳出（その１）



(1)  総務費は、定額給付金事業の終了等により、前年度と比べて1兆1,515億円減

（15.2%減）の6兆4,333億円となった。

(2) 民生費は、子ども手当の創設や生活保護費の増加等により、前年度と比べて

2兆1,670憶円増(14.7%増)の16兆9,155億円となった。なお、災害救助費は前

年度と比べて136億円増（382.1%増）の172億円となった。

(3) 労働費は、緊急雇用創出事業等により、前年度と比べて667億円増(30.4%増)の

2,862億円となった。

(4)  商工費は、前年度と比べて2,840億円減（12.2%減）の2兆468億円となった。

(5)  土木費は、前年度と比べて4,585億円減（6.7%減）の6兆3,996億円となった。

(6)  公債費は、前年度と比べて886億円減（1.5%減）の5兆9,999億円となった。

（目的別）

〈目的別歳出決算の状況〉 (単位：億円、％)
平成22年度 平成21年度 比　 　　較

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

総務費 64,333 12.5 75,848 14.7 ▲ 11,515 ▲ 15.2

民生費 169,155 32.8 147,485 28.7 21,670 14.7

衛生費 43,132 8.4 43,277 8.4 ▲ 145 ▲ 0.3

労働費 2,862 0.6 2,195 0.4 667 30.4

農林水産業費 12,337 2.4 13,046 2.5 ▲ 709 ▲ 5.4

商工費 20,468 4.0 23,308 4.5 ▲ 2,840 ▲ 12.2

土木費 63,996 12.4 68,581 13.3 ▲ 4,585 ▲ 6.7

消防費 16,479 3.2 16,895 3.3 ▲ 416 ▲ 2.5

教育費 56,399 10.9 56,150 10.9 249 0.4

災害復旧費 910 0.2 711 0.1 199 28.0

公債費 59,999 11.6 60,885 11.8 ▲ 886 ▲ 1.5

その他 5,323 1.0 5,882 1.4 ▲ 559 ▲ 9.5

歳出合計 515,393 100.0 514,263 100.0 1,130 0.2

区  　　　　分

8 ４　歳出（その２）



12.4 12.3 12.3 12.6 14.7 12.5%

20.7

27.4 28.4 29.0
28.7 32.8%

9.6

9.0 8.9 8.8
8.4

8.4%

4.4

2.9 2.7 2.6
2.5

2.4%

3.9

3.4 3.4 3.6
4.5

4.0%
19.1

15.1 14.8 14.2
13.3 12.4%

3.4 3.5 3.5 3.5 3.3 3.2%

12.1 11.1 11.0 10.9 10.9 10.9%

0.4 0.5 0.3 0.2 0.1 0.2%

11.9 13.0 13.1 13.0 11.8 11.6%

2.1 1.8 1.6 1.6 1.8 1.6%

平成12 18 19 20 21 22

20.6 20.0 19.9 19.3 17.5 17.1%

9.3
14.6 15.4 15.9

15.9
19.8%

11.9

13.0 13.0 13.0
11.8

11.6%

21.8 14.0 13.5 13.3
13.9

13.5%

0.5 0.3 0.3 0.2
0.1

0.2%

11.2
11.8 12.1 11.8

11.7

11.8%

9.1
9.1 9.1 9.5 12.8 8.9%

2.4
2.5 2.2 2.3 1.9

2.9%

3.9
3.5 3.4 3.6 3.8 3.7%

9.2 11.2 11.1 11.1 10.6 10.6%

平成12 18 19 20 21 22

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

（年度）

（年度）

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

公債費

災害復旧費

民生費

総務費

その他

貸付金

積立金

物件費

補助費等

普通建設

事業費

災害復旧事業費及

び失業対策事業費

公債費

扶助費

人件費

<歳出決算額の性質別構成比の推移>

<歳出決算額の目的別構成比の推移>

504,508 474,216 476,432 478,347 514,263      515,393（億円）

その他
504,508 474,216 476,432 478,347 514,263 515,393（億円）

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

9 ４　歳出（その３）



〈財政指標の状況〉

うち人件費充当

平成22年度 89.2% 25.1% 10.5% 0.53

平成21年度 91.8% 26.7% 11.2% 0.55

対前年度増減 ▲ 2.6 ▲ 1.6 ▲ 0.7 ▲ 0.02

※１　 経常収支比率及び実質公債費比率は加重平均である。財政力指数は単純平均である。

※２　 経常収支比率及び財政力指数は特別区を除き、実質公債費比率は特別区を含む（以下の図において同じ。）。

※３　 実質公債費比率の値は、岩手県陸前高田市、同大槌町、宮城県女川町、同南三陸町、福島県南相馬市、同富岡町、同川内村、

　　　  同葛尾村、同飯舘村を含めず整理している（以下の表において同じ。）。

〈実質公債費比率の段階別団体数の状況〉

全体

区　　　　　　　　　　　　　分 経常収支比率 実質公債費比率 財政力指数

(1)  経常収支比率

・ 前年度より2.6ポイント低下し、89.2％となった。

・ 人件費充当は、前年度より1.6ポイント低下し、25.1％となった。

(2)  実質公債費比率

・ 前年度より0.7ポイント低下し、10.5％となった。

・ 実質公債費比率が18％以上の団体は、昨年度より134団体減少し、168団体となった。

90.2 
90.3 

92.0 
91.8 91.8 

89.2 

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

平成17 18 19 20 21 22

５ 財政構造の弾力性

<経常収支比率の推移>

(年度)

(％)

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

区分 10％未満
10％以上
18％未満

18％以上
25％未満

25％以上 合計

502 1,067 164 4 1,737
(28.9%) (61.4%) (9.4%) (0.2%) (100.0%)
409 1,030 290 12 1,741

(23.5%) (59.2%) (16.7%) (0.7%) (100.0%)

平成22年度

平成21年度

10 ５　財政構造の弾力性



  

〈（参考）積立金の増減額〉

積立額 取崩し額 積立金増減額

1兆6,365億円 7,662億円 8,704億円

財政調整基金 7,885億円 2,639億円 5,245億円

減債基金 2,137億円 738億円 1,400億円

その他特定目的基金 6,343億円 4,284億円 2,059億円

区　分

積立金総額

内
訳

※積立金増減額とは、積立額（歳出決算額＋歳計剰余金処分による積立て）から取崩し額を差し引いたものである。

(1) 地方債現在高は、前年度と比べて731億円増（0.1%増）の55兆1,443億円となった。一方、

債務負担行為額は1,056億円増（1.6%増）の6兆5,929億円、積立金残高は8,704億円増

（9.5％増）の9兆9,915億円となった。

(2) 積立金の内訳については、財政調整基金が5,245億円増(16.2%増）、減債基金が1,400億円増

(14.5%増）、その他特定目的基金が2,059億円増(4.2%増）となった。

(3) 地方債現在高に債務負担行為額を加え、積立金現在高を引いた額は、前年度と比べて

6,917億円減（1.3%減）の51兆7,456億円となった。

20
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40
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60

70

平成12 18 19 20 21 22

積立金現在高

債務負担行為額

地方債現在高

(年度末)

(兆円)

6.8兆円6.96.76.7
6.7

6.7

10.0兆円9.19.18.88.1

56.5兆円57.158.659.960.958.3

6.8兆円6.5
6.76.4

6.7

57.2
52.9

20

55.1兆円55.155.656.859.4

9.7

55.9

6.6兆円6.7
6.0

54.5 52.4 51.7兆円53.2

10

地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

６ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移

区　　分 平成22年度 平成21年度 増減額 増減率

地方債現在高　 　Ａ 55兆1,443億円 55兆  712億円 731億円 0.1%

債務負担行為額　Ｂ 6兆5,929億円 6兆4,873億円 1,056億円 1.6%

積立金現在高　 　Ｃ 9兆9,915億円 9兆1,211億円 8,704億円 9.5%

財政調整基金 3兆7,592億円 3兆2,347億円 5,245億円 16.2%

減債基金 1兆1,061億円 9,662億円 1,400億円 14.5%

その他特定目的基金 5兆1,261億円 4兆9,203億円 2,059億円 4.2%

Ａ＋Ｂ－Ｃ 51兆7,456億円 52兆4,374億円 ▲ 6,917億円 ▲1.3%

内
訳

※平成20年度以前の数値は注2の団体も含む。

11 ６　地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担



【参考】 

決算収支及び財政分析指標について（解説） 

 

 

○ 実質収支と実質単年度収支 

 

・ 実質収支とは、歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額（形式収

支）から、翌年度への繰越し財源（継続費の逓次繰越［執行残額］、繰越明許

費繰越等に伴い翌年度へ繰り越すべき財源）を差し引いたもの。これには過

去からの収支の赤字・黒字要素が含まれている。 

 

・ 実質単年度収支とは、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額（単

年度収支）から、実質的な赤字・黒字要素（財政調整積立金、財政調整基金

の取崩し、地方債繰上償還）を加減したもの。当該年度だけの実質的な収支

を把握するための指標。 

 

実質単年度収支＝当該年度実質収支－前年度実質収支＋財政調整基金積立額 

＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩し額 

 

＊ 実質収支と実質単年度収支の相違点 

 

・ 実質収支には前年度以前からの収支の累積が含まれている。 

・ 前年度からの影響を遮断し、当該年度のみの実質的な収支状況を示した

ものが実質単年度収支。 

・ 実質収支が黒字であっても、実質単年度収支が赤字であれば、前年度ま

での黒字のおかげで当該年度もかろうじて黒字となっていることを示して

いる。この状態が続けば、やがて実質収支も赤字となる。 

・ 地方財政の健全性（決算収支の均衡）の判断は、実質収支が黒字か否か

を見るだけでは不十分。実質収支が前年度と比べてどう増減したのか（単

年度収支）に加え、それに基金の積立てや取崩し・地方債の繰上償還など

を考慮した場合はどうか（実質単年度収支）を併せて見る必要がある。 

 
 
○ 経常収支比率 
 

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的

に収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常

的に支出される経費に充当されたものが占める割合。 
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経常収支比率 ＝ 
人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源等 

×100  
 経常一般財源等（地方税＋普通交付税等） 

    ＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債 

 

 

○ 実質公債費比率 

 

 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常

的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金など

の公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が

措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前 3 年度の

平均値。地方債協議制度の下で、18%以上の団体は、地方債の発行に際

し許可が必要となる。さらに、25%以上の団体は地域活性化事業等の単

独事業に係る地方債が制限され、35%以上の団体は、これらに加えて一

部の一般公共事業債等についても制限されることとなる。 

 

   

 

 

 

 A：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く） 

 B：地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」） 

 C：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 

 D：地方債に係る元利償還に要する経費として普通交付税の額の算定に用 

いる基準財政需要額に算入された額（「算入公債費の額」）及び準元利 

償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需 

要額に算入された額（「算入準公債費の額」） 

 E：標準財政規模（「標準的な規模の収入の額」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率 ＝ 
 （A＋B）－（C＋D）

E－D 

 

＊実質公債費比率の算定において除かれる元利償還金（上記 A関連） 
 ①繰上償還を行ったもの 
 ②借換債を財源として償還を行ったもの 
 ③満期一括償還方式の地方債の元金償還金 
 ④利子支払金のうち減債基金の運用利子等を財源とするもの 
＊「準元利償還金」（上記 B関連） 
 ①満期一括償還方式の地方債の 1 年当たりの元金償還金相当額 
 ②公営企業債の元利償還金に対する普通会計からの繰入金 
 ③一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 
 ④債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（PFI 事業に係る委

託料、国営事業負担金、利子補給など） 
 ⑤一時借入金の利子 
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